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原子力発電所の廃炉の現状

 日本にある原子力発電所60基（建設中含む）のうち、24基が廃炉を決定済み。2020年代半ば
以降、原子炉等の解体が本格化していく見通し。

 廃炉を進めていく上では、安全かつ円滑な解体等の作業に加え、発生する放射性廃棄物の処理・処
分を行うことが必要。これらについては、引き続き、発生者責任の原則の下、原子力事業者等が処分
場確保に向けた取組を進めていくことが基本。

エネルギー基本計画
（平成30年7月 閣議決定）

廃炉等に伴って生じる放射性廃棄物
の処理・処分については、低レベル放
射性廃棄物も含め、発生者責任の
原則の下、原子力事業者等が処分
場確保に向けた取組を着実に進める
ことを基本としつつ、処分の円滑な実
現に向け、国として、規制環境を整え
るとともに、必要な研究開発を推進す
るなど、安全確保のための取組を促
進する。また、廃炉が円滑かつ安全に
行われるよう、廃炉の工程において必
要な技術開発や人材の確保などにつ
いても、引き続き推進していく。
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第1段階（解体準備） 第4段階（建屋等解体）





海外の技術・ノウハウの活用

国際ワークショップ（2017年6月）
●海外の中でも先行的に廃炉作業を進めている諸国(米
英仏露) から廃炉に係る先行事例を学ぶことを目的
－各国有識者によるプレゼンテーションやパネル・ディスカッション
－国内外の廃炉関係機関による取組の紹介

日米廃炉フォーラム（2018年8月）
●米国は、効率的な廃炉を実現しており、多くの廃炉を
完了させた経験から学ぶことを目的
－日米有識者によるプレゼンテーションやパネル・ディスカッション
－米国の廃炉関係企業と日本の事業者の交流

 海外事業者が有する技術やノウハウを活用し、我が国の廃炉作業へ適切に活かすことを目的として、諸外国の有
識者や事業者と情報・意見交換を行うワークショップ等を開催。事業者間での国際協力も進展。

東芝・AECOM社※（米）提携（2019年6月）
●東芝の技術や工事実績と、AECOM社 (エンジニアリン
グ会社)の有するマネジメント経験等とのシナジーを創出 日米廃炉ビジネス・ワークショップ(2020年5月・7月)

●日米官民での交流を促進し、日米事業者間の協力
可能性の模索を目的（ウェブ開催）
ー廃炉に係る両国の政策・規制に関する情報交換
ー日米廃炉関連事業者による取組の紹介
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円滑な廃止措置を進める上での課題

 廃止措置や設備のリプレースによって発生する蒸気発生器や給水加熱器などの大型金属は、発電
所構内のスペースを占有し、円滑な廃止措置を進める上でのボトルネックとなっている。これらは現
状、国内では専用の施設や設備を有さず、処理が困難。

 国内においては、こうした大型金属は放射性廃棄物として扱われており、一方、諸外国においては、
除染や溶融などの処理によりリサイクルを行うビジネスが確立している。

 中長期的な国内での集中処理施設の導入も含めた検討や、足下の廃止措置の円滑化のために
も、海外事業者への委託処理を通じ、輸送も含む運用の実績を積むことが重要。

国内の大型金属保管状況

海外での大型金属処理状況

約17m

約5m

大型金属の例（給水加熱器）

加熱器寸法 :全長14.375m×胴径2.8m
加熱器重量 :94t/基
容器寸法：全約17m×全幅約5m×全高約5m

(支持脚高さ=2mは別)
容器肉厚：20mm
重量 ：容器+給水加熱器=約100t/基
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クリアランス金属の建材等への再利用のイメージ

 クリアランス金属を、これまで製作してきたベンチやテーブル等だけでなく、より汎用性が高く一定の需
要が期待でき、広く社会の目に触れやすい建材等へ加工すべく、令和３年度に、加工事業者と
協力して実証事業を行う（予算案 ２．２億円の内数）。

 また、トレーサビリティや安全性の確認に加え、原子力施設外への搬出から業界内再利用までのサ
プライチェーンにおける、クリアランス物の再利用モデルを構築する。

安全な再利用プロセスの確立に向けた実証・検討
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安全かつ円滑な廃炉に向けた地域との連携

 原発立地地域において、廃止措置の技術改善や産業創出を目指し、地元企業や大学と連携し
た検討や研究開発等を実施するための取組が行われている。

 関連事業者等が集積する地域において、安全かつ円滑な廃止措置に向けた取組が行われること
は重要であり、国としても、県や事業者等と連携して推進していく。

福井県：嶺南Eコースト計画推進会議
 原子力をはじめ、再エネを含む様々なエネルギーを活用した地
域経済の活性化やまちづくりを目指すことにより、人・企業・技
術・資金が集まるエリアの形成を図る「嶺南Eコースト計画」に
ついて、国や電気事業者も連携・推進。

愛媛県：廃止措置研究に係る検討会
 廃止措置に係る既存技術の改善を図るための課題・ニー
ズに対して、地元県内企業および愛媛大学が保有する技
術の活用とその高度化について研究開発を実施。

 四国電力が主催し、愛媛県、愛媛県産業技術研究所、
愛媛大学、資源エネルギー庁が参加。

 2016年4月設置以降、13回開催。

新潟県柏崎市：廃炉産業創出に関する勉強会
 柏崎市および新潟県における廃炉産業創出の可能性を
探ることを目的に、関係機関で調査研究を実施。
※未だ廃炉決定はないが、将来を見据え検討を行う。

 柏崎市が主催し、新潟県、柏崎商工会議所、新潟工科
大学、長岡技術科学大学、東京電力、資源エネルギー
庁が参加。

 2020年2月設置以降、3回開催。
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